
 

様式第２号 

 

令和 年 月 日 

 

敦賀市長 あて 

応募資格確認事項申告書 

申請者 所在地 

                    事業所名 

                    代表者職氏名 

     電話番号 

 

誘致企業受入型地域おこし協力隊支援業務 連携企業募集の応募資格について、次

のとおり申告します。 

番号 項目 確認 

（１） 
申請時点で市内にオフィス等の拠点が設置されていない

企業であること。 
はい・いいえ 

（２） 
令和８年１１月３０日（月）までに、新たに市内にオフ

ィス等の拠点を設置できること。 
はい・いいえ 

（３） 
日本標準産業分類で分類される小売業、宿泊・飲食サー

ビス業 IT導入を支援する事業等を行う企業であるこ

と。 

はい・いいえ 

（４） 隊員の活動全体を統括する担当者を配置できること。 はい・いいえ 

（５） 
令和９年１月１日（金）以降に隊員の採用を行えるこ

と。 
はい・いいえ 

（６） 
地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７

条の４の規定に該当しない者であること。 
はい・いいえ 

（７） 福井県において指名停止期間中の者でないこと。 はい・いいえ 

（８） 

民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生

手続開始の申立てがなされている者でないこと。ただ

し、再生手続開始の決定を受けた者を除く。 

はい・いいえ 

（９） 

会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生

手続開始の申立てがなされている者でないこと。ただ

し、更生手続開始の決定を受けた者を除く。 

はい・いいえ 



※上記に規定する要件のうちいずれか一つでも備えなくなったときは、選定を取り消す

ものとする。 

 

 

（10） 
集団的及び常習的に暴力的不法行為等を行うおそれがあ

る者でないこと。 
はい・いいえ 

（11） 

無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律

（平成１１年法律第１４７号）に基づく処分を受けてい

る、又は過去に受けたことがある団体等でないこと。 

はい・いいえ 

 

（12） 

暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成

３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団若し

くはそれらの利益となる活動を行う者又は同法同条第６

号に規定する暴力団員が役員就任や経営関与等を行って

いる法人等でないこと。 

 

はい・いいえ 

（13） 
（11）又は（12）に掲げる者から委託を受けた者でない

こと。 
はい・いいえ 

（14） 
法人税、消費税及び地方消費税のほか義務付けられてい

る税を滞納している者ではないこと。 
はい・いいえ 


